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大学進学機会の地域間格差に関する時系列的研究

荒 牧 草 平

【要 旨】

人々の進路はどのように決定されていくのか。それは、生徒の個人的資質や家庭的背景といった ミクロ

レベルの要因の影響を大きく受けるが、マクロレベルの要因 も無視できない効果を持っている。すでに先

行研究によって、大学進学率や進学希望率は地域の社会経済的要因や、高校階層構造によって大きく規定

されることが明らかになっている。 しか しなが ら、そうしたマクロな変数の相対的重要度はどのように変

化 してきたのかという点にっいての研究はなされていない。 ところが、近年指摘されるような有名大学合

格者の寡占的状況の進行は、進学機会の地域間格差の拡大、およびその規定要因としての高校階層構造の

重要度の上昇を意味 している可能性がある。そこで、本論文では、『サンデー毎 日』を資料 として用 い、

高校進学率が9割 を超えて以降の20年 間にわたって、調査を行 った。その結果、大学進学機会の地域間

格差は拡大 していること、その規定要因として高校階層構造の特徴を表す指標 として用 いた 「集中度」

(合格者が多数の合格者を輩出する高校に集中 している程度を表す)の 相対的重要度が上昇 していること

が明らかとなった。

1問 題意識

人々の進路は、 どのように決定 してい くのであろうか。 この問いに答えるのは容易なことでは

ないが、どの学校を卒業 したかがその後の進路を大きく限定する現代 日本社会においては、学校

が進路分化過程において大 きな役割を果た していることはまちがいない。そこから、進路分化の

問題を、個々の生徒がどの学校に進学するか(あ るいは進学 しないか)と いった ミクロな視点か

らとらえることが可能であり、そこでは学力やアスピレーションといった個人的資質や家庭的背

景が注目されることになる。

しか しなが ら、現実の進路分化は個人に還元されない要素によっても規定 されている。すなわ

ち、マクロな構造およびそこで働 くメカニズムである。たとえば友田(1970)や 山本(1979)は 、

大学進学率や進学希望率の都道府県間格差 は地域の社会経済的要因に大 きく関連 していることを

明らかに しているが、これ らは個人の出身階層に還元 されない地域の階層構造の影響を示唆 して

いる。 また、いわゆる高校階層構造 も、進路分化を規定するかなり重要なマクロ要因であると考

えられる。 しかも、高校階層構造は、各地域の制度的 ・歴史的諸条件や社会経済的要因、地域住

民の進学欲求などといった各地域の様々な特徴を反映 し、非常に多様 な形態を示 してい るため

(麻生 ・関1961、 秦1975・1976、 牟田1986等)、 進路分化の地域間差異をも大 きく規定するので

はないかと考えられる。っまり、例えば大学進学 という進路をとる機会が、各地域の高校階層構

造によって大きな影響を受けるのではないかということである。これは、個々の生徒の立場から

すれば、同じように大学進学を目指す場合、 自分の住んでいる地域の高校階層構造が優秀な生徒

をできるだけ一部の高校に集中させるような形態をなしているか否かによって、有利一不利が生
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じるかということになるだろう1)。

ところで、高校間の序列そのものは比較的安定 したものであるに しても、高校階層構造 は必ず

しも固定 しているわけではない。 したがって、その影響 も時代とともに変化しているのではない

かと考えられる。また、たとえ高校階層構造 自体に変化はなくとも、他の要因との相対的重要性

は変化 しているかもしれない。そして、有名大学進学者の寡占的状況に関する指摘は、その可能

性を示 している。

表 悪50人 以上の入学者を輩出 した高校の数とシェア

校数(全 体に占める比率)

19801990

シ ェ ア

19801990

東京大学

京都大学

11(2.6%)15(3.2%)

7(1.5%)9(1.8%)

32.9%34.4%

16。9%22.6%

西尾(1990)を もとに作成。校数のあとの()内 の数値はそれぞれの

大学に入学者を輩出した高校数に対する百分率を示す。

例えば第14期 中教審委員のひとりであった西尾幹二 は、表1の データをもとに、「特定の高校

による寡占的状況はしだいに進行している。 しかも、50人 以上 の入学者 を輩 出する高校の多 く

が、国立や私立の6年 制一貫校であることに最大の問題がある。」という問題提起をしている。

西尾の問題意識は、6年 制一貫校による寡占状況の進行が、階層間不平等や受験競争の低年齢

化を招 くおそれがあるという点にあったと考えられるが、彼の指摘 したことは地域間格差の拡大

をも意味 している可能性がある。ひとっには、彼の注目した国立や私立の6年 制一貫校の多 くが

大都市部に偏って所在 していることがあげられる。ただし、国私校の台頭は、経路の違いを反映

しているにすぎないという可能性 もある。つまり、以前であれば公立校を介 して合格 していたで

あろう者が、国私校を介するようになったというだけのことかもしれないのである。

もう一っの意味は、「学力の高い生徒をより集中させるような形態の高校階層構造を持 ってい

る地域が、そうでない地域よりも多数の合格者を輩出できる」 というのがもし本当であるなら、

寡占的状況の進行は、そのような高校階層構造を持 った地域からの合格者がより一層増大 してい

ることを意味 している可能性があるということである。

以上のような理由か ら、有名大学合格者の寡占的状況の趨勢を明らかにすることは、 これらの

大学への進学機会の地域間格差分析にとって有意義なことであると考えられる。 しかしながら、

西尾の示 したデータは非常に限られたものであり、ここから直ちに寡占的状況の進行や国私校の

台頭を言うのは多少乱暴である。 したがって、本論文では、まず第一に調査対象 ・期間をもう少

し範囲を広げて寡占的状況の趨勢を調べ、それと進学機会 との関連にっいて考察をし、次にその

結果を踏まえて、進学機会の地域間格差の実態 と規定要因、およびその変化にっいて分析をする。
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皿 集中化と進学機会

1寡 占の実態

① 全体的な寡占の状況

まず初めに、「有名大学合格者の寡占的状況」の実態を把握するため、 ここでは以下のような

方法をとった。資料として用いたのは、『サ ンデー毎 日』(毎 日新聞社刊)誌 上に掲載 される

「大学合格者出身高校別ランキング表」である。これを もとに、国立(旧 帝国)7大 学にっいて、

少なくともいずれかの大学に10人 以上の合格者を輩出した高校を 「有力校」 と定義 し、 それ ら

有力校出身者が7大 学合格者総数に占める百分率(=有 力校のシェア)を 調査 した2)。また、寡

占的状況が しだいに進行 しているか否かを判断するために、調査対象期間を1974～1994年 の20

年間とした3)。1974年 以降という時期を選んだのは、大学進学率 ・高校進学率とも、 この年に現

在 とほぼ同 じ水準に達 して以降大きな変化を見せていないための、 この点 にっいての時代効果を

考慮 しないことが可能であることによっている。

有力校のシェア(%)=
有力校からの合格者数

×100
7大学合格者総数

上記の方法で調査 したところ、各時点において基準を満たした有力校の数 は、平均 して260校

ほどであり、各時点で日本全国に所在 していた全高校数の約5%で あった%7大 学合格者総数

は、全高校生数の1%強 にあたるのだが、 これら約260校 の卒業生が7大 学の全合格者 に占める

シェアは、表2の ように約60%で あった。 この値を高いとみ るか低 いとみ るかは評価の分かれ

るところであろうが、ここで注目していただきたいのはこの比率が ほぼ一定 してお り、 この20

年間にしだいに増大 しているわけではないという点である。 しかも、基準を引き上 げて、7大 学

への合格者の合計が50人 以上である高校に限定 してみても、 シェアは約40%で 一定 している。

っまり、有名大学合格者 に占める有力校卒業者の比率は確かに大 きなものであるけれども、その

比率はしだいに増大 しているわけではないのである。

表2有 力校によるシェア(%)

1974 1979 1984 1989 1994

有力校のシェア 64.7 59.1 60.4 59.5 62.2

うち50人 以上 40.3 34.2 36.1 40.4 41.5

「うち50人 以上」 とは、有力校のうち7大 学への合格者の

合計が50人 以上の高校によるシェアである

にもかかわらず、寡占化が進行 しているという批判がなされ、その解決案はともかく、指摘 自

体が受け入れられてきたのはなぜだろうか。

この点については、いくっかの理由が考え られる。まず第一に、いわゆる 「ランキング表」の

上位には、多数の合格者数を輩出する高校が増えていることがあげられる。例えば、100人 以上

の合格者を輩出した高校数は、1980年 代の半ばまでは20校 前後で一定 していたのだが、 その後

次第に増加 し、1994年 には29校 に達 している6)。このことが、寡占状況が進行 しているという
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印象を人々に与えたと予想 される。 しかしながら、 このように多数の合格者を輩出する高校が増

加することは、必ず しも寡占状態が進行 していることを示すものではない。次の表3は 、有力校

のうち7大 学への合格者数の合計が最 も多い20校 によるシェアを表 している。

表3上 位20校 によるシェア

シ ェア

1974

17,3

1984

16.2

1984

16.0

1989

15.1

1994

15.6

こ の表か ら明 らか なよ うに、上位20校 の シェアはむ しろ低下 してい る。 このよ うに一 見矛 盾

した状況が み られ るのは、1987年 以 降、7大 学 の合格者総数が増加 して いることによ って い る。

たとえ ば、1994年 の7大 学合格者総数 は20,179人 で あ り、1974年 の15,908人 と比較 す ると、 約

1.27倍 に まで達 してい る。

ところで、上 記の方法で調査 した場合 にわか るのは、各時点 において 「7大 学 に10人 以 上 の

合格者 を輩 出す る」 とい う条件 を満 た した高校 によるシェアであ り、 その構成 は毎年少 しずつ異

な って いる。 そ こで、 この条件 を常 に満 た して いる高校(131校)に よるシェアを調 べ る と約5

割 弱で あった。有 力校全体 のシェアが約6割 で あ ったことを考え る と、 その大部分が これ ら少数

の特定校か ら輩 出 されて いることが分か る。 しか しなが ら、 その比率 は10年 ごとに49。6%→

45。1%→42.9%と 次 第 に低下 している。

② 国私校の台頭

寡占化の進行 という批判がなされた第2の 理由は、その批判の重点がどこにおかれていたかと

いうことと関連する。すなわち、初めに引用したように、西尾がとくに注目していたのは、国立

や私立の中高一貫校の台頭であった。 この点にっいては、有力校のシェアを、国立 ・私立校と公
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表4大 学別にみた寡占状況

北大 東北大 東大 名大 京大 阪大 九大

1974 50人以上高校数

うち国私

5

0

4

0

11

7

8

1

8

3

7

1

10

1

50人 以 上高校シェァ.

うち国私

22.2

一

15.2

『

29.4

21.7

36.8

43

23.6
『

8.1

20.8

2.4

37.2

3.2
一

1984 50人以上高校数

うち国私

6

0

4

0

10

9

7

0

6

3

7

0

7

0

50人 以 上高校シェア

うち国私

26.9

一

14.4

一

29.6

27.8

22,8

一

14.9

7.6

18.6

一

28.8

一

一

1994 50人 以 上高校数

うち国私

6

0

5

0

15

14

9

1

8

7

7

1

8

0

50人 以上高校シェァ

うち国私

22.3

一

15.7

}

34.0

32.4

28.0

3、1

20.3

18.0

14.4

1.7

28.8

一

一

「50人以上高校」 とは、各大学 に50人 以上の合格者を輩出 した高校のこと。

立校に分けて示 した図1を みていたぢければ明 らかである。

公立校のシェアがしだいに小さくなっている(52.2%→41.6%)一 方で、国私校 のそれは増大

しており(12.5%→20.6%)、 両者の比 は、大雑把にみて、5:1か ら2:1へ と変化 している。

ここから、従来から指摘 されている公立校の低下 と国私校の上昇 という現象 は確かにみられるこ

とがわかるつ。ただし、1980年 代の末に両者の比がほぼ2:1に 達 して以降その傾 向は進行 して

いない、という点については、改あて指摘 しておく価値があると思われる。

さて、3っ 目の理由は、西尾や他の同様の指摘が東京大学および京都大学の合格者(進 学者)

をもとにしていたことと関連する。表4は 、西尾の提示 した資料 に習い、各大学に50人 以上 の

合格者を輩出した高校のシェアを調査 した結果である。(た だ し、資料の制約上入学者ではなく、

合格者にっいてである。)

表より、50人 以上の合格者を輩出 した高校によるシェア、 とりわけ国私校 によるシェアが一

貫 して増加 しているのは、東京大学に限 られることがわかる。 とくに、1994年 の場合わずか14

の高校で全合格者の約3分 の1を 占めるに至 っている。京都大学の場合 にも、1984年 以降にっ

いては東京大学 と同様の傾向を示 している。 しか しなが ら、他の大学の場合には、寡占化 は決 し

て進行 しているとは言えない。

2寡 占と進学機会

ここまでの結果は以下のようにまとめられる。

a.7大 学合格者の一定の部分が比較的少数の高校出身者によって占められるという状況 は確か

にみられる。

b.と ころが、その比率は20年 間ほぼ一定 しており、寡占化が進行 しているわけではない。

c.一 方、国私校の台頭、厳密には私立校の台頭 は明 らかにみ られるが、その傾向が顕著にみ ら

れるのは、東京大学 と京都大学に限 られる。
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これらの結果を本論の問題意識 と照 らし合わせて検討 してみよう。まずc。 か ら言えるのは、

西尾の特に問題視 していたような現象は、まさに彼の注目していた2大 学にのみ顕著にみられる

ものであり、今回調査対象 とした他の大学においてはあてはまらないということである。つまり、

少なくとも現時点では、それほど広がりを持 った現象 とは言えないのである。 もちろん、だか ら

といって他大学の場合には問題がないというわけではないが、まずはこの点にっいて検討 しよう。

西尾が国私校の台頭を問題視 したのは、ひとつにはそれ らが大都市圏に偏在 し、ある程度所得

の高い層の子どもしか近づけないことにあった。つまり、 この状態を放置することは、「新 しい

特権階層の形成を黙って看過することにつながりかねない」 し、「能力があって も、近付 くこと

のできない学校制度が、長期にわたって有利な条件を保持 し続けることは、教育における機会均

等の理念にも反する」(西 尾1990p.320)と いうわけである。 この指摘に対 し、苅谷(1995)

は詳細な分析をもとに、「東大だけではな く、それより範囲を広げた 『有力大学』 への入学チ ャ

ンスをみても、私立高校が有力になる以前か ら、特定の階層の出身者が入学者の四分の三を占め

るという 『寡占』状態が存在 していたのである。」(同p,68)と 結論づけている。苅谷の分析は、

階層=父 親の職業ととらえてお り、別の観点からみた場合には、いかなる結論に達するのかにっ

いては検討の余地があると思われるが、その指摘は大筋では正 しいと考えられる。ただし、そこ

では階層間不平等の問題にしか触れ られていない。 しか し西尾 も 「大都市圏に偏在 し…」と述べ

ているように、この現象は地域間不平等の視点からも検討 してみる必要がある。

さらに、公立校であるか国私校であるかに関わりなく、寡占問題は地域差の視点か ら分析する

必要がある。 この場合にはもちろん、東京大学と京都大学に限 られない。確かに、寡占化の進行

という事実は認められなかった(結 論b。)か ら、「寡占化の進行=地 域間格差拡大の可能性」 と

いう図式 は当てはまらなかった。 しか しなが ら、全体としての寡占が進行 していなかったとして

も、それは各地域で生 じている現象が相殺された結果にすぎない可能性 もあ り、地域間格差は拡

大 しているかもしれないのである。実際に都道府県別のシェアをみると、確実に増加 している地

域と確実 に減少 している地域とが存在する。最 も増加 した地域は5倍 以上に、逆にもっとも減少

した地域 は5分 の1以 下に達 している。ただ し、 これは10人 以上の合格者を輩出 した高校をも

とにした数値であること、各地の生徒数の増減を考慮 していないことなど不備な点がある。 した

がって、次節では、都道府県別進学機会(輩 出力)と いう観点か ら論 じたい。

皿 進学機会の地域間格差

1都 道府県間格差の拡大

進学機会の地域間格差を調べるに当たり、新たに一橋大学と東京工業大学の2大 学を加え、こ

れら合計9大 学への合格者数8)を都道府県別に集計 した。新たにこれ ら2大 学を加えたのは、全

国の高校生徒数の分布 を考慮 してのことである。なお調査時点は、1974年 と1994年 の2時 点 の

みとした。また、合格者数そのものは、当然のことなが ら各都道府県の生徒数に依存 している。

したが って、ここでは以下の数式で定義され る合格度指数を用いることとした。

ある県か らの合格者数の全合格者数に対する比率が、その県の生徒数の全生徒数に対する比率

か ら期待される値と等 しい場合には、合格度指数は 「1.0」となる。また、合格者数が生徒数か
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ら期 待 され るよ りも大 きい場合 には、 その値 は1.0よ り大 きく、逆 の場 合 に は、1.0よ り小 さ く

な る。

各県合格者数/全合格者数合格度指数=
各県生徒数/全生徒数

次の表は、合格度指数の特徴を示 したものである。まず目にっ くのは、非常 に大 きな格差がみ

られるという点である。「最大値」と 「最小値」を比較すると、1974年 の場合 には5.5倍 、1994

年の場合には6.8倍 の開きがある。調査対象とした大学の妥当性や 「合格度指数」の計算方法の

適切 さなどの問題があるため、この数値の開きが現実の格差をそのまま反映しているわけではな

い点には慎重になる必要があるが、その開 きは明らか1と拡大 している。 もちろん、値の範囲の拡

大だけでは、全体 としての格差が拡大 したかどうかわか らないが、データの散 らばり具合を示す

「変動係数」の値 も大 きくなっていることから、やはりこの20年 の間に合格度指数の都道府県間

格差 は広がっているといえる。また、「最大値」が大幅に大 き くなっている一方で 「90%tile」

の値が逆に小 さくなっていること、および 「最小値」「30%tile」 「60%tile」 が大 きく変化 して

いないことから、「変動係数」の増大は、極端に合格度指数の大 きい地域が増加 したことによっ

ているのが分かる。
表5合 格度指数の特徴とその変化

最大値 最小値 平均値 変動係数 30%tile 60%tile 90%tile

1974年 1.76 0.32 0.89 0.4362 0。61 0.87 1.41

1994年 2.52 0.37 0.93 0.4729 0.58 0.89 1.35

ただ し、ここで注意 しておかなければならないのは、 この20年 間の変化は、 ごく一部の地域

が合格度指数を増大させたことにっきるわけではないということである。次の表は、合格度指数

の値が大幅に(2割 以上)変 化 した地域の数を 「増加」 と 「減少」に分けて示 した ものである。

表6合 格度指数の大幅に増加した県と減少した県の数

変化量 .20一.29 .30一.39 .40一49 、50以 上 合計

増加 1 2 1 4 8

減少 4 4 1 1 10

表より、合格度指数の絶対値が 「.20」以上変化 した地域は18に のぼることがわかる。しかも、

変化量 「.50以上」の地域 も5県 に至る。合格度指数の値そのものは、先にも述べたような様々

な問題を含んでいるか ら、各地域の有名大学合格者輩出力をうまく反映 していない可能性がある。

しかしながら、このように大幅な変化を示 している県がかなりの数にのぼるという点は注目に値

する。9)

それでは、こうした合格度指数の都道府県間格差がいかなる要因によって規定されているか、

そ してこの20年 間にどのように変化 したかみてみよう。
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2格 差の規定要因

① 分析方法

合格度指数の都道府県間格差は、様々な要因に規定されていると考えられるが、 ここでは、ま

ず初めに高校階層構造との関連について調べ、さらに他の要因 も含めた場合の重回帰分析を行 う

という手順をとることにする。

ここでの分析の主たる目的は、すでに述べたように、「高校階層構造の形態」 とその地域か ら

の合格者数 との関連、およびその関連の変化を調べ ることである。すなわち、A地 域では全国的

にも有名な進学校があるが合格者を輩出する高校が ごく限 られており、一方 でB地 域で は、多

数の合格者を輩出する高校はないが、多 くの高校が合格者を出しているという場合、それぞれの

地域の全体としての合格者数はいかに異なるか、また、その相違の様態 は20年 間 にどのように

変化 したのであろうかということである。これ らの点にっいて明 らかにずるため、本論文では、

「集中度(=有 力校からの合格者数/全 合格者数)」 を用いることとした。 これは、各地域か らの

合格者が先ほどと同様に定義 した 「有力校」にどれだけ集中しているかを表現 したものである。

分析を進めるにあたっては、この指標の他に、社会経済変数として 「高学歴者率」 「専門 ・管

理職者率」「県民一人当たり所得」「人口集中地区人口率」を、また教育関連変数として 「大学進

学率」「普通科生徒比率」「国私率」を取り上げた10)。また、今回は先に示 したような9っ の国立

大学合格者を調査 したのだが、合格者数もこれ らの大学の所在地に偏ると考え られるので、大学

所在地を 「1」他の地域を 「Ojと するダミー変数を使用することにした。

② 集 中度 の規 定力

次の表7は 、 これ ら9要 因 と合格度指数 との単相関係数 を求 めた結果 である。初 めに、集 中度

の相 関係数 を調 べ ると、1974年 が0.56、1994年 に は0.60と そ れな りに大 きな値 を示 して い る。

しか も、 わずかではあるが(0.04)、 そ の値 は大 き くな ってい る。 っ ま り、 各地域 の合 格 者 の う

ち有力校出身者 の占め る比率 が高 いほ ど、 その地域 か らの合格者 総数 が多 いという傾向がみ られ、

しか も両者 の関連 は、 この20年 間 に若干 強 くな ってい るわ けであ る。 もち ろん、 相 関係 数 だ け

では疑似相関 の疑 いがあるので、他 の要因'1)で コ ン トロール した偏相 関係数 を調 べてみ ると(表

8)、1974年 が0.47、1994年 が0.53で あ り、 確か に値 は小 さくな る。 ただ し、1994年 の方 が値が

大 きい とい う傾 向はみ られる し、増加 幅 も0.06と 、 単相関係数で比 較 した場 合 よ りもわ ずか な

が ら大 きい。 ここか ら、

a.合 格者 が一部 の高校 に集 中 している度 合いが高い ほど、 その地域 全体 か らの合格者 数 が多 い

という関連 がみ られ る。

b.集 中度 と合格者輩 出力 との関連 は、 この20年 間 に増 大 してい る。

ということがわか る。

それでは次 に、他 の変数 との相対的重要性 にっいて検討 してみよ う。 まず変数単独でみた場合、

単相関係数 の表(表7)よ り、1974年 に は 「9大 ダ ミー」の値の方が、「集 中 度」 の値 よ り も若

干大 きく、3番 手で ある 「大学進学率」 との差 も0.15に と どまる。 ところが、1994年 で は、「集

中度」が 「9大 ダ ミー」を逆転 し最 も大 きな値 を示 してお り、 しか も、3番 目に大 きな値で ある
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表7合 格度指数との相関係数

46県 38県

1974 1994 1974 1994

高 学 歴 者 率 0.2256 0.2914掌 0.2319 0.1239.

専 門 ・管 理 職 者 率 0.2578 0.3229竃 0.2869 0.1312

県民 一人当た り所得 0.3003象 0.0486 0.3349喀 0.0758

人ロ集中地区人口率 0.394r● 0.3377疇 0.3990零 0.3602電

9大 ダ ミ 一
0.5872鱒 0.4668帥 0.6845零 蓼 0.6683寧 串

国 私 率 0.0919 02094 一〇
.0713

一 〇
.0421

大 学 進 学 率 0.4132岬 0.2978嘲 0。3839。 0.2627

普 通 科 生 徒 比 率 0.0786 0.1779 一 〇
.0660

一 〇
,0074

集 中 度 0.5632瞬 0.5955帥 0.5272零 窟 0.5808'零

零p〈
.05寧 喰p〈.01

表8合 格度指数と集中度の偏相関係数

1974 1994

46県 0.4672鱒 0.5349樋

38県 0.4024零 0.5100鱒
臨
p〈.05零 ●p〈.01

「人口集中地区人口率」 との差 は0.26に 拡大 して い

る。 ここから、変数単独でみた場合、「集中度」 の相

対的重要度は上昇 していると言える12)。

次に、重回帰分析.の結果 をもとに、選択 されたモ

デルに含まれる他の独立変数 と比較 した場合の 「集

中度」の相対的重要度を検討 してみよ う。 なお、今

β係数R2の 増分

1974199419741994

高 学 歴 者 率 一.4442.3905.0886.0526

県 民 一 人 当 た り所 得 一 一.6300一.1461

9大 ダ ミ ー,4401.3967.1298.1071

大 学 進 学 率.5856.3792.1854.1295

集 中 度.4643.4667.1831.1761

R2.6617.6592

AdjR2.6287.6166

回使用した独立変数は互いに相関の高いものを多 く含んでいるため、モデルの選択 はステップワ

イズ法によっている。1助

初あに、選択されたモデルにっいて簡単に触れておく。表9「 β係数」 より、1974年 と1994

年 とでは、異なるモデルが選択されていることがわかる。「高学歴者率」の符号の向きが異なる

し、1974年 のモデルにはなかった 「県民一人当たり所得」が1994年 のモデルでは新 しく加え ら

れている。 こうしたモデルの違いはあるが、どちらの場合 も分散の約3分 の2は 、これ ら4っ な

いし5つ の変数によって説明されることが分かる。

さて、回帰式に含まれる独立変数間の相対的な重要度を調べるという目的のためには、 「β係

数」の値を使用することが可能であるが、独立変数間の相関の影響を取 り除 くため、ここでは決

定係数 の増分法を表9重 回帰分析の結果

用いることに した。

あ る変数 の説 明力

は、 その変数 をの

ぞ く他 のすべての

独立変数 を含 んだ

回帰式 に当該 変数

を加えたことによっ

て、決定係数 が ど

*β係数は1994年 「高学歴者率」が.05水準で、他は.01水準で有意 れだけ増加 す るか

によ って表 す こと
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ができるが、この説明力が高いほど重要度は高いといえる。表9「R2の 増分」より1974年 の場

合には、「集中度」は、選択された回帰モデルの中でもっとも重要性が高い変数ではない。 とこ

ろが、1994年 では、集中度の値が最も高 く、2番 手である 「県民一人当たり所得」 とも3%程 度

の開きがある。2時 点において選択されたモデルが異なるので、その点には注意する必要がある

が、回帰モデルに含まれる他の独立変数との比較において も、「集中度」の相対的重要度は、 こ

の20年 間にわずかながら上昇 しているのである。

③ 「国私校の台頭」 と地域間格差

最後に、前節で確認した 「国私校の台頭」と、地域間格差拡大との関連にっいて検討 しておこ

う。表7の 単相関係数をみる限 り、「国私率」の値は0.09か ら021へ と大きくなっており、有意

ではないにしても、合格度指数 との相関は高 くなっている。 しか しながら、偏相関係数を求める

と1974年 が一〇.03、1994年 が一〇.08であり、関連は強 くなっているが値が小さく、 しか も符号

の向きが逆である。っまり、合格者に占める国私比率の高い地域ほど合格者数が少ないという傾

向が強 くなっていることになる。ただ し相関係数を評価するにあたっては、国私率5%未 満の地

域が20(う ち0%が14地 域:1994年 の場合)に のぼるという点に注意が必要である。そ こで、

20年 間における国私率の上昇が20%以 上の9地 域にっいてのみ、合格度指数 の変化を調べてみ

た。その結果、1974年 がLO1、1994年 が1.04で あり、3%の 上昇がみ られるとも言えるが、む

しろほとんど変化 していないと言うべきであろう。これはおそらく、国私校か らの合格者が増大

している地域では、同時に公立校か らの合格者が減少 していることによっていると思われる。 こ

こから、公立校から国私校へと経路が変わったにすぎないのではないかと考えられる。

ところで、国私率の上昇 は進路分化過程における階層的要因の影響力の増大、選抜の早期化な

どの問題点を抱えているが、私学に行かなければ合格するのが困難であるという状況が生 じてい

るのでなければ、私学を介 しての合格者の増大は、ある意味では、選択の幅が広がったことを示

しているとも言える。1994年 の場合、合格者に占める国私校出身者の比率が5割 を超えている

のは、東京、神奈川、京都、兵庫、奈良、和歌山、広島、高知の8都 府県である。このうち東京

は8割 に近 く、京都、広島、高知は9割 を超えている(た だ し広島は国立校の比率が高 い)。 今

回の調査では1人 の合格者を輩出した高校がカウントされていないため、実際にはこの値よりも

低いのであろうが、私立校の台頭は、このように一部の地域で極端に進行 していることがわかる。

また、現時点では必ずしも高い比率を示 していないが、1980年 代の後半以降私学比率 の急激 に

上昇 している地域 もいくっかある。 こうした現象の理由として、公立校の入試制度が取り上げら

れることが多いが、必ずしもそうとは言えず、個別の具体的検討を必要としている。

ところで、本論文では、都道府県を単位とした分析を行ってきたが、私立校への進学が都道府

県の境界に制限されないことを考慮すると、こうした分析は不適切である。 そこで、まことに不

十分ではあるが、私学比率が高 く、 しかも他県との間で生徒の流入一流出が大きい疑 いがある、

東京、神奈川、京都、大阪、兵庫、奈良、愛媛、鹿児島の8都 府県をのぞいた38県 について同

様の分析を行ってみた。単相関係数および偏相関係数の結果は先の表7と 表8の 「38県」 とい

う欄に記載されている通りである。表7よ り、他の変数の相関係数が軒並み弱 くなっている一方

で、「集中度」の相関係数は強 くなっている。 また、表8よ り、偏相関係数か らみた 「集中度」



大学進学機会の地域間格差に関する時系列的研究 211

の規 定 力の上昇 は、46県 の場合 よ りも顕著で あ る。 さらに、「集 中度」 の相対 的重要度(決 定 係

数 の増 加量)に も上昇が み られる'4)。っ ま り、 これ ら38県 につ いて も、46県 の場 合 と同様 、 「集

中度」 の規 定力が高 まって いるわ けで ある。 なお決 定 係数 は、1974年 が.7387、1994年 が.7452

で あ り、46県 の 場合 よりも高 い値を示 してい る。 これ らが、国私 校 台頭 の影響 を取 り除 いた こ

とによ って いるのか、除外 した8都 府県 の有 す る他 の特 徴を除外 した影響 なのかはわか らないが、

注 目すべ き結果であ る。

IVま とめと今後の課題

本論文は、有名大学への進学機会を地域間格差の視点から分析 してきた。ここで用いた方法に

はすでに述べたような様々な問題があるが⑤、地域間の格差が拡大 していることが明 らかとなっ

た。これらの格差は、合格者を一貫 して増加させている地域 と減少させている地域とがあること

によっているが、その増加一減少を規定する要因として集中度の重要度が高まっていることが分かっ

た。

「集中度の持っ重要性が高まっている」 という事実 は、進路分化過程のおかれている状況を政

策的に変更する余地が高まってきたことを意味 している。 というのも、集中度 は政策的に変更可

能であると考え られるか らである。ただ し、 この点については、現実の集中度がどれだけ意図的

な政策の結果であるのかにっいての詳細な検討が要求される。具体的には、各地域の歴史的 ・制

度的な特徴の個別調査という形態になるだろう。それはまた、先 に述べた都道府県を単位とした

分析の限界、私立校台頭のより厳密な評価にとっても有効なものとなろう。こうした分析を進め

るのが第一の課題である。

また、政策的に変更可能であるとするなら、一体どのような選択をすべきであるのかにっいて

議論すべきであろう。高校階層構造を強 くすることは、有名大学の進学率を高める効果があるに

しても、同時に下層 トラックの進学率を引き下げることになるし(吉 本1984)[6)、早期の選抜 の

重要度が増すことになる。あまり早い時期に選抜をすることは、生徒の精神面 にいい影響を及ぼ

さないと考えられるし、自分で自分の進路を選択する余地をますます小さくするなどといった問

題点がある。また、高校階層構造のあり方に関する議論 は、現在の大学問序列や入試制度のあり

方、中学や高校でのカリキュラム、あるいは 「平等」の意味など様々な点にっいての考察が不可

欠 となる。 こうした広い視野のもと、 これらの点について議論を深めるのが第2の 課題である。

注

1)こ の点にっいて吉本(1984)は 、上層 トラックの生徒 はアスピレーションが高められることによって

よい結果を残すことになるのではないかと言 っている。

2)沖 縄県にはこの基準を満たす高校が存在 しなかったため、分析から除外せざるを得なかった。

3)た だし、1976年 のデータにはいくつかの不備があるため、 ここでは除外 した。

4)久 富(1990)は 、 これに対 して 「閉 じられた競争」 という表現を用い、それは競争 の性格を も変質 さ

せたと言 っている。

5)1974年 の246校 か ら、1994年 の276校 まで実数自体は増加 しているが(最 小で242校 、1993年 が最多

で293校)、 全高校数の約5%と いう点では変化はない。
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6)な お1987・88・89年 は、それぞれ46・43・36校 と一時的に大幅に増加 しているが、これは大学入試

制度の影響でいわゆる 「ダブル合格」をした者が多数いることによっている。

7)と ころで、10人 以上 という条件を常に満たしている高校は全部で131校 あ ると先に述べたが、その う

ち国私校は30校 である。 こうした、いわば 「常連」 ともいうべ き30校 によるシェアの推移を調べ る

と、11.7%(1974年)→12.7%(1984年)→12.6%(1994年)で あり、1%程 度の上昇にとどまる。

ここか ら、国私校のシェア拡大は、 これ ら 「常連」以外に負 うところが大 きいということがわか る。

なお、ここでは国立校 と私立校を同列に論 じているが、国立校のシェアは全般的にはむ しろ次第 に低

下 している。ただし、これら国立大学付属校は、進路分化の時期をよ り一層早 あるとい う意味で私立

の進学校と同様の効果を持っていると言える。 したがって、以下において も国私校をまとあ宅論 じる

こととする。

8)資 料の制約上、2人 以上の合格者を輩出 した高校にっいてのみの集計 となっている。 なお、 この方法

によって把握できるのは、1974年 の場合が全合格者数の89%、1994年 が86%で あ る。以下の記述 にお

いて 「合格者数」および 「全合格者数」と記されているものは、 この限定付きの値を意味する。

9)た だし、合格度指数は合格者数実数 と生徒数という2っ の変数から構成されているため、合格度指数

の変化がいったいどちらの変数の変化によっているのかにっいては、詳しく検討 してみる必要がある。

10)な お、「高学歴者率=大 学 ・短大学歴保有者数/(15歳 以上人ロー在学者)」 「専門 ・管理職者率=(専 門

技術職+管 理的職業従事者数)/15歳 以上人ロ」「大学進学率罵大学進学者数/3年 前の中学卒業者数

×100」 「国私率=合 格者のうち国私校出身者数/合 格者数」をそれぞれ意味する。

11)こ れ ら2変 数に時間的に先行 している必要があるので、「国私率」「大学進学率」 をのぞ く6変 数で コ

ントロールした。

12)な お、「高学歴者率」「専門 ・管理職者率」が上昇 しているのが目にっくが、社会経済変数は互いに相

関が高 く、これ らの値はかなり差 し引いて評価する必要がある。

13)変 数をひとっずっ投入するか除去するかを判断 し、モデルの選択を行 う方法。

14)た だ し、「9大 ダミー」の重要度も若干上昇 している。なお、採用された回帰式は、1994年 で 「学歴」

が含まれないことをのぞいて46県 の場合と同 じである。

15)す でに述べた以外にも、学力や進路希望の分布が等 しいという暗黙の仮定にも問題がある。

16)吉 本(1984)は 「トラッキングが強ければ(略)、 セレクティヴな学校への進学アスピレーションが

高あられ、こうした進学率は高まるが、他の部分でのクーリング ・アウトの結果、 トータルの進学率

は相殺 されて高 くない。」「トラッキングが強いことは、セレクティヴな学校をめざすような学力上位

層の生徒と彼らが集中する学校にとって有利なのである。 トラッキングが弱い ことは、平均的な学力

やそれ以下の層の生徒と彼らが集中 している学校にとって有利なのである。」と結論づけている。
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EffectofRegionalHighSchoolHierarchyonCollegeAttendance:

A:LongitudinalStudy

SoheiARAMAKI

Whatcauses七hedifferenceinもheselecεionof正ifecourseforhighschoolgraduates?Itis,indeed,

influencedbymicro-levelfactors:ability,aspirationandsocio-economicstatusofstudents,but

theeffectofmacro-1evelfac七 〇rscannotbeignored.Thispaperexam三nesthee償ect,andthθ

changesintheeffect,ofhighschQolhierarchy .ontheregionaldifferentiationoftheeducational

opportunlty.『

Previousstudiess母idthatthesocio-ecQnomicconditionsoftheprefecturehadsomerelationto

theratioofcoliegeattendanceofthatregion(Tomoda1970,Yamamoto1979).Anothersaid

high-schoolhierarchymighthavesomeeffectsonhighereducationplacement(Yoshimoto1984,

Muta1986).However,highschoolhierarchyisnotfixed,andtheeffectofitoheduc融tional

opportunitymightnotbestaticeither.Moreover,itsrelativeimportanceisalsounstable。

Therefore,Iekaminetheeffect,andlongitudinaleffectofregionalhighschoglhierarchyonthe

educationaloPPortunity(ofattendingseyeralprestigiousn母tionaluniversities)・andinvestigate

therelativeimportanceofhighschoolhierarchycomparedtoothermacro-levelfactqrs.Inorder

tocountthenumberofthestudentspassingtheentranceexamofsuchuniversities,Iusedthe齢

TheListofI{ighSchoolRanking"reportedonSUNDAYMAINICHLIgatheredtheaggregate

dataofregionalsocio-ec◎nomicandeducationalconditionsof46prefecturesfrom1974to1994.

Themajorfindipgsofthisanalysisarefollows;

1. .Theregionaldifferentiationofeducationalopportunityisbecominglarger,

2.Partialcorrelationcoefficientsshowtherelativeimportanceofhighschoolhierarchyon

regionaleducationaloPPortunityisbecominggreat・

3.Thestep-wisedregreSsionanalysisindicatesthatthesignificance'ofhighschoolhierarchyas

むhθdeterminantofthenumberofstudentspassingtheexamisincreasing.
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